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議案第７６号

日向市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の
提供に関する条例

　

（趣旨）

第１条

　

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成

２５年法律第２７号。 以下 「法」 という。） 第９条第２項の規定に基づく個人番号の利用及び法第１９条

第９号の規定に基づく特定個人情報の提供に関し必要な事項を定めるものとする。

・ （定義）

第２条

　

この条例において使用する用語の意義は、 法で使用する用語の例による。

　

（個人番号の利用範囲）

第３条

　

法第９条第２項の規定に基づく条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲げる市長その他の執

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

行機関（法令又は条例若しくは市長その他の執行機関の規則若しくはその他の規程（以下「法令等」

　

という。） の規定により同表の右欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場

合にあっては、 その者を含む。） が行う同表の右欄に掲げる事務、 別表第２の左欄に掲げる市長その

他の執行機関（法令等の規定により同表の中欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされている

者がある場合にあっては、 その者を含む。 次項において同じ。） が行う同表の中欄に掲げる事務及び

　

市長その他の執行機関（法令等の規定により法別表第２の第２欄に掲げる事務の全部又は一部を行う

　

こととされている者がある場合にあっては、 その者を含む。 第３項において同じ。） が行う法別表第

　

２の第２欄に掲げる事務とする。

２‐別表第２の左欄に掲げる市長その他の執行機関は、同表の中欄に掲げる事務を処理するために必要

　

な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって当該機関が保有するも
′のを利用することができ

　

る。 ただし、 法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施
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．

　　　

′

者から当該特定個人情報の提供を受けることができる場合は、 この限りでない。

３

　

市長その他の執行機関は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理するために必要な限度で同表の

第４欄に掲げる特定個人情報であって自らが保有するものを利用することができる。 ただし、法の規

定により、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人

　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

情報の提供を受けることができる場合は、 この限りでない。

４

　

第２項の規定による特定個人情報の利用ができる場合において、他の条例、 規則その他の規程の規

定により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているときは、当該

書面の提出があったものとみなす。

　

（特定個人情報の提供）



第４条

　

法第１９条第９号の条例で定める特定個人情報を提供することができる場合は、 別表第３の第

　

１欄に掲げる機関（法令等の規定により同表の第２欄に掲げる事務の全部又は一部を行うこととされ

ている者がある場合にあうては、 その者を含む。） が、 同表の第３欄に掲げる機関 （法令等の規定に

　

より同表の第４欄に掲げる特定個人情報の利用又は提供に関する事務の全部又は一部を行うことと

　

されている者がある場合にあっては、 その者を含む。 以下同じ。） に対し、 同表の第２欄に掲げる事

務を処理するために必要な同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同表の

第３欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供するときとする。

２

　

前項の規定による特定個人情報の提供があった場合において、 他の条例、 規則その他の規程の規定

　

により当該特定個人情報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義務付けられているときは、当該書

面の提出があったものとみなす。

　

（委任）

第５条

　

この条例の施行に関し必要な事項は、 市長が別に定める。．

　

附

　

則

　

この条例は、 平成２８年１月１日から施行する。‐

別表第１（第３条関係）

機

　　　

関 事

　　　

務

１

　

市長， 生活に困窮する外国人に対する生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に準

じて行う保護の決定及び実施、就労自立給付金の支給、保護に要する費用

の返還又は徴収金の徴収に関する事務であって規則で定めるもの

２

　

市長 日向市子どもの医療費の助成に関する条例（平成２５年日向市条例第５号）

による医療費助成に関する事務であって規則で定めるもの

３

　

市長 日向市母子及び父子家庭等の医療費の助成に関する条例（平成２０年日向市

条例第１９号） による医療費助成に関する事務であって規則で定めるもの

４

　

市長 日向市寡婦医療費助成に関する条例（平成６年日向市条例第３号）による

　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．・

医療費助成に関する事務であって規則で定めるもの

５

　

市長 日向市幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（昭和４７年日向市教育委員会告示

第５号）による幼稚園就園奨励費補助金に関する事務であって規則で定め

るもの

６

　

市長 日向市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年日向市条例第３０号）

によるコミュニティ住宅 （同条例第２条第３号に規定するコミュニティ住

宅をいう。以下同じ。）及び単独市営住宅（同条第４号に規定する単独市営

住宅をいう。 以下同じ。） の管理に関する事務であって規則で定めるもの

７

　

市長 日向市山村定住住宅の設置、管理及び譲渡に関する条例（平成１８年日向市

２



条例第２８号）による山村定住住宅（同条例第２条に規定する山村定住住宅

をいう。 以下同じ。） の管理に関する事務であって規則で定めるもの

８

　

市長・ 日向市特定公共賃貸住宅管理条例（平成１８年日向市条例第２９号） による

特定公共賃貸住宅（同条例第２条第１号に規定する特定公共賃貸住宅をい

う。 以下同じ。） の管理に関する事務であって規則で定めるもの

別表第２（第３条関係）

機

　　

関 事，

　

務 特定個人情報‐

１

　

市長 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

その他の地方税に関する法律及び

これらの法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収に関する事務で

あって規則で定めるもの

医療保険各法（健康保険法（大正１１年

法律第７０号）、 船員保険法 （昭和１４
‐

年法律第７３号）、私立学校教職員共済

法（昭和２８年法律第２４５号）、国家公

務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８

号）ゞ国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）又は地方公務員等共済組合

法（昭和３７年法律第１５２号）をいう。）

又は高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号） による医療

に関する給付の支給又は保険料の徴収

に関する情報（以下「医療保険給付関

係情報」 という。）、 児童福祉法 （昭

和２２年法律第１６４号）による障害児入

所支援若しくは措置（同法第２７条第１

項第３号の措置をいう。）」に関する情

報又は身体障害者福祉法（昭和２４年法

律第２８３号） による身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号）による

精神障害者保健福祉手帳若しくは知的

障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

にいう知的障害者に関する情報、介護

保険法 （平成９年法律第１２３号） によ

る保険給付の支給、地域支援事業の実

施又は保険料の徴収に関する情報（以

３



′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｊ

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

下「介護保険給付等関係情報」とい

う。）、 生活に困窮する外国人に対する

生活保護法に準じて行う保護の実施又

は就労自立給付金の支給に関する情報

（以下 「外国人生活保護関係情報」、と

いう。）又は地方税法その他の地方税に

関する法律に基づく条例の規定により

算定した税額若しくはその算定の基礎

となる事項に関する情報（以下「地方

税関係情報」 という。） であって規則

で定めるもの

２

　

市長 国民健康保険法による保険給付の

支給又は保険税の徴収に関する事

務であって規則で定めるもの

地方税関係情報であって規則で定める

もの

　　　　

・

３

　

市長 国民健康保険法による特別徴収の

方法による保険料の徴収又は納入

に関する事務であって規則で定め

るもの

介護保険給付等関係情報であって規則

で定めるもの

４

　

市長

　　　　　　

， 高齢者の医療の確保に関する法律

による保険料の徴収に関する事務

であって規則で定めるもの

介護保険給付等関係情報であって規則Ｊ

で定めるもの

５

　

市長 生活に困窮する外国人に対する生

活保護法に準じて行う保護の決定

及び実施又は徴収金の徴収に関す

る事務であって規則で定めるもの

生活保護法による保護の実施若しくは

就労自立給付金の支給に関する情報
′（以下「生活保護関係情報」という。）、

児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８

号）による児童扶養手当の支給に関す

る情報（以下「児童扶養手当関係情報」

という。）、 母子及び父子並びに寡婦

福祉法（昭和３９年法律第１２９号）によ

る給付金、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律 （昭和３９年法律第１３４

号）による障害児福祉手当若しくは特

別障害者手当若しくは昭和６０年法律

第３４号附則第９７条第１項の福祉手当

４
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．
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．
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．
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．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

の支給に関する情報、地方税関係情報、

母子保健法 （昭和４０年法律第１４１号）

による養育医療の給付若しくは養育医

療に要する費用の支給に関する情報、

児童手当法 （昭和４６年法律第７３号）

による児童手当若しくは特例給付の支

給に関する情報、介護保険給付等関係

情報、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）による自立支援給

付の支給に関する情報、中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国

した中国残留邦人等及び特定配偶者の

自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）による永住帰国旅費、自立

支度金、一時金、一時帰国旅費又は中

国残留邦人等支援給付等の支給に関す

る情報（以下「中国残留邦人等支援給

付等関係情報」という。）又は学校保

健安全法（昭和３３年法律第５６号）に

よる医療に要する費用についての援助

に関する情報であって規則で定めるも

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

，

６

　

市長 児童福祉法による障害児通所給付

費、特例障害児通所給付費若しく

は高額障害児通所給付費の支給又

は障害福祉サービスの提供に関す

る事務であって規則で定めるもの，

地方税関係情報、住民票関係情報、医

療保険給付関係情報、介護保険給付等

関係情報又は子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号） による子どもの

ための教育・保育給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業の実施に関す

る情報（以下「教育・保育等関連情報」

という。） であって規則で定めるもの

７

　

市長 児童福祉法による障害児通所給付

費、特例障害児通所給付費、高額

障害児通所給付費、障害児相談支

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、中国残留邦人等支援給付等情

報、医療保険給付関係情報、介護保険

５



　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
援給付費若しくは特例障害児相談

支援給付費の支給又は障害福祉サ

ービスの提供に関する事務であっ

て規則で定めるもの

給付等関係情報又は教育・保育等関連

情報であって規則で定めるもの

８

　

市長 身体障害者福祉法による障害福祉

サービス、障害者支援施設等への

入所等の措置又は費用の徴収に関

する事務であって規則で定めるも

の

地方税関係情報、生活保護関係情報、

外国人生活保護関係情報、医療保険給

付関係情報又は介護保険給付等関係情

報であって規則で定めるもの

９

　

市長 知的障害者福祉法による障害福祉

サービス．、 障害者支援施設等への

入所等の措置又は費用の徴収に関

　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

する事務であって規則で定めるも

の

地方税関係情報、生活保護関係情報、

外国人生活保護関係情報、医療保険給

付関係情報又は介護保険給付等関係情

報であって規則で定めるもの

１０

　

市長 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律によ

る自立支援給付の支給又は地域生

活支援事業の実施に関する事務で

あって規則で定めるもの

医療保険給付関係情報又は介護保険給

付等関係情報であって規則で定めるも

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

１１

　

市長 障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律によ

る自立支援医療費、療養介護医療

費又は基準該当療養介護医療費の

支給に関する事務であって規則で

定めるもの

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、中国残留邦人等支援給付等情

、報、地方税関係情報又は医療保険給付

関係情報であって規則で定めるもの

１２

　

市長 日向市子どもの医療費の助成に関

する条例による医療費助成に関す

る事務であって規則で定めるもの

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報又は地方税関係情報であって規

則で定めるもの

１３

　

市長 日向市母子及び父子家庭等の医療

費の助成に関する条例による医療

費助成に関する事務であって規則

で定めるもの

生活保護関係情報、
．外国人生活保護関

係情報又は地方税関係情報であ‐って規

則で定めるもの

１４

　

市長 日向市寡婦医療費助成に関する条

例による医療費助成に関する事務

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報又は地方税関係情報であって規

６



　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘ であって規則で定めるもの 則で定めるもの

１５

　

市長 母子及び父子並びに寡婦福祉法に

よる配偶者のない者で現に児童を

扶養しているもの又は寡婦につい

ての便宜の供与に関する事務であ

って主務省令で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規則

で定めるもの

１６

　

市長 子ども・子育て支援法による子ど

ものための教育・保育給付の支給

又は地域子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務であって規則

で定めるもの

児童福祉法による障害児通所支援に関

する情報、地方税関係情報、住民基本

台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項（以下「住民

票関係情報」 という。）、 障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律による自立支援給付の支

給に関する情報、生活保護関係情報、

外国人生活保護関係情報、児童扶養手

当関係情報又は中国残留邦人等支援給

付等関係情報であって規則で定めるも

の

１７

　

市長 児童福祉法による保育所における

　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・
保育の実施又は措置に関する事務

であって規則で定めるもの

児童扶養手当関係情報であって規則で

定めるもの

１８

　

市長 日向市幼稚園就園奨励費補助金交

付要綱による補助金の交付に関す

る事務であって規則で定めるもの

地方税関係情報又は住民票関係情報で

あって規則で定めるもの

１９

　

市長

　　　　　

， 予防接種法（昭和２３年法律第６８

号）－による給付（同法第１５条第１

項の疾病に係るものに限る。）の支

給に関する事務であって規則で定

めるもの

住民票関係情報であって規則で定める

も の

　　　　　

、

２０

　

市長 予防接種法による給付の支給又は

実費の徴収に関する事務であって

規則で定めるもの・

地方税関係情報又は住民票関係情報で

あって規則で定めるもの

２１

　

市長 母子保健法による保健指導、新生

児の訪問指導、健康診査、妊娠の

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、中国残留邦人等支援給付等関

７



．

　　

′

　　　　　　　　　　　　　

．

届出、母子健康手帳の交付、妊産

婦の訪問指導、 低体重児の届出、
．

未熟児の訪問指導、養育医療の給

付若しくは養育医療に要する費用

の支給又は費用の徴収に関する事

務であって規則で定めるもの

係情報、地方税関係情報又は住民票関

係情報であって規則で定めるもの

２２

　

市長 児童福祉法による助産施設におけ

る助産の実施又は母子生活支援施

設における保護の実施に関する事

務であって主務省令で定めるもの

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、中国残留邦人等支援給付等関

係情報、地方税関係情報又は住民票関

係情報であって規則で定めるもの

２３

　

市長 児童福祉法による負担能力の認定

又は費用の徴収に関する事務であ

って主務省令で定めるもの

外国人生活保護関係情報であって規則

で定めるもの

２４

　

市長 介護保険法による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保険

料の徴収に関する事務であって規

則で定めるもの

地方税関係情報、生活保護関係情報、

外国人生活保護関係情報又は医療保険

給付関係情報であって規則で定めるも

の

２５

　

市長 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３

号）による福祉の措置又は費用の

徴収に関する事務であって規則で

定めるもの

地方税関係情報又は外国人生活保護関

係情報であって規則で定めるもの

２６

　

市長 健康増進法（平成１４年法律第１０３

号）による健康増進事業の実施に

関する事務であって規則で定める

もの

地方税関係情報、生活保護関係情報又

は外国人生活保護関係情報であって規

則で定めるもの

２７

　

市長 公営住宅法による公営住宅の管理

に関する事務であって規則で定め

るもの

外国人生活保護関係情報であって規則

で定めるもの

２８

　

市長 日向市営住宅の設置及び管理に関

する条例による市営住宅及びコミ

ュニティ住宅の管理に関する事務

であって規則で定めるもの

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、地方税関係情報又は住民票関

係情報であって規則で定めるもの

２９

　

市長 日向市山村定住住宅の設置、管理

及び譲渡に関する条例による山村

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、地方税関係情報又は住民票関

８



　　　　　

．
・

定住住宅の管理に関する事務であ

って規則で定めるもの

係情報であって規則で定めるもの

３０

　

市長 日向市特定公共賃貸住宅管理条例

　　　　　

‐

　　　

▲

による特定公共賃貸住宅の管理に

関する事務であって規則で定める

もの

　　　　　　　　

‐

生活保護関係情報、外国人生活保護関

係情報、地方税関係情報又は住民票関

係情報であって規則で定めるもの

別表第３（第４条関係）

情報照会機関 事

　　

務 情報提供機関 特定個人情報

１

　

市長

　　

． 生活保護法による保護

の決定及び実施又は徴

収金の徴収に関する事

務であって規則で定め

るもの

教育委員会 学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する情

報であって規則で定め

るもの

２

　

市長 生活に困窮する外国人

に対する生活保護法に

準じて行う保護の決定

及び実施又は徴収金の

徴収に関する事務であ

って規則で定めるもの

教育委員会 学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する情

報であって規則で定め

～
るもの

３

　

教育委員会 学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する事

務であって規則で定め

るもの

市長 住民票関係情報であっ

て規則で定めるもの

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長

　　

黒

　

木 健

　

，二

９



議案第７７号

日向市公告式条例の一部を改正する条例

日向市公告式条例 （昭和４０年日向市条例第１７号） の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（条例の公布）

第２条

　

［略］

２

　

条例の公布は、別表の掲示場に掲示してこれを行なう。

　

（条例の公布）

第２条

　

［略］

２

　

条例の公布は、市の掲示場に掲示してこれを行なう。
ー
Ｏ

　　　

別表を削除する。

　

附

　

則

この条例は、 公布の日から施行する。

平成２７年１１月２７日

　

提出

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二



議案第７８号

日向市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例

　

（日向市職員の退職手当に関する条例の一部改正）

第１条

　

日向市職員の退職手当に関する条例 （昭和３８年日向市条例第１号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額）

第３条

　

［略］

２

　

前項に規定する者のうち、傷病 （地方公務員等共済組合法 （昭和３７年法律

　

第１５２号）第８４条第２項に規定する障害等級に該当する程度の障害の状態にあ

　

る傷病とする。 次条第２項並びに第５条第１項及び第２項において同じ。）

　

又は死亡によらず、その者の都合により退職した者 （第１２条第１項各号に掲
′げる者を含む。） に対する退職手当の基本額は、 その者が次の各号に掲げる

者に該当するときは、 前項の規定にかかわらず、 同項の規定により計算した

額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
＼（１）～（３） ［略］

　

（退職手当の支払の差止め）

第１３条

　

［略］

２ ． ３

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　

ー

４

　

前３項の規定による」般の退職手当等の額の支払を差し止める処分（以下

　

「支払差止処分」という。） を受けた者は、行政不服審査法 （昭和３７年法律

　

第１６０号） 第１４条第１項又は第４５条に規定する期間が経過した後においては、

　

当該支払差止処分後の事情の変化を理由に、当該支払差止処分を行った退職

　

手当管理機関に対し、 その取消しを申し立てることができる。

５～１０

　

［略］

　

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基本額）

第３条

　

［略］

２

　

前項に規定する者のうち、傷病 （厚生年金保険法 （昭和２，９年法律第１１５号）

　

第４７条第２項に規定する障害等級に該当する程度の障害の状態にある傷病と

　

する。 次条第２項並びに第５条第１項及び第２項において同じ。） 又は死亡

　

によらず、その者の都合により退職した者 （第１２条第１項各号に掲げる者を

　

含む。） に対する退職手当の基本額は、その者が次の各号に掲げる者に該当

　

するときは、前項の規定にかかわらず、同項の規定により計算した額に当該

　

各号に定める割合を乗じて得た額とする。

　

（１）～（３） ［略］

　

（退職手当の支払の差止め）

第１３条

　

［略］

２・３

　

［略］

４

　

前３項の規定による一般の退職手当等の額の支払を差し止める処分（以下

　

「支払差止処分」という。） を受けた者は、行政不服審査法（平成２６年法律

　

第６８号） 第１８条第１項本文に規定する期間が経過した後においては、 当該支

　

払差止処分後の事情の変化を理由に、当該支払差止処分を行った退職手当管

　

理機関に対し、 その取消しを申し立てることができる。

５～１０

　

［略］



　

（日向市消防団員等公務災害補償条例の一部改正）
第２条

　

日向市消防団員等公務災害補償条例 （昭和４２年日向市条例第１９号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

附

　

則

　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

（他の法律による給付との調整）

第５条

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該損害補償の事由と

　

なった障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補償の種類

　

に応じ同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合に

　

は、 当分の間、 この条例の規定にかかわらず、 この条例の規定 （第１９条の２

．を除く。） による年金たる損害補償の額に、 同表の左欄に掲げる当該年金た

　

る損害補償の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額 （その額が当

該年金たる損害補償の額から当該損害補償の事由となった障害又は死亡につ

　

いて支給される同表の中欄に掲げる年金たる給付の額の合計額を控除した残

額を下回る場合には、当該残額）を支給し、その額に５０円未満の端数がある

　

ときは、 これを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数があるときは、 これを

１００円に切り上げる。

（昭和３４年法律
はぎ１４１号

　

の規定による障害基礎年金 （同法鱗３０

の４の規定による障害基礎年－金を除く。 以下園
　
　　

　

　

ー３

　

附

　

則

　

（他の法律による給付との調整）

　　

－

第５条

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該年金たる損害補償

　

の事由となった障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補

　

償の種類に応じ同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける

　

場合には、 当分の間、 この条例の規定にかかわらず、 この条例の規定 （第１９

　

条の２を除く。） による年金たる損害補償の額に、同表の左欄に掲げる当該

　

年金たる損害補償の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額（その

　

額が当該年金たる損害補償の額から当該年金たる損害補償の事由となった障

　

害又は死亡について支給される同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる

　

給付の額の合計額を控除した残額を下回る場合には、当該残額） を支給し、

　

その額に５０円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５０円以上１００円未満

　

の端数があるときは、 これを１００円に切り上げる。

１

　

傷病補償年金厚生年金保険法 （昭和２９年法律第１１５号） によ ０．７３

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のを除く。）

る障害厚生年金又は被用者年金制度の一元化・

等を図るための厚生年金保険法等の一部を改

正する法律 （平成２４年法律第６３号。 以下この表

及び次項の表において「平成２４年一元化法」と

いう。） 附則第４１条第１項の規定による障害共

済年金若しくは平成２４年一元化法附則第６５条

第１項の規定による障害共済年金（以下「障害

厚生年金等」という。）及び国民年金法（昭和



」生年金保険法の規定による障害－厚生年金及び国

　　　　　

幽

！

３４年法律第１４１号） による障害基礎年金 （同法

第３０条の４の規定による障害基礎年金を除く。
以下この表、次項の表及び第５項の表において

「障害基礎年金」という。）

２

　

傷病補償年金障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．８２（第１級

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係、るも

のに限る。）

又は第２級

の傷病等級に

該当する

障害に係る傷

病補償年

金にあって

は、０．８１）

３

　

障害補償年金障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のを除く。）

４

　

障害補償年金障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．８２（第１級

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のに限る。）

又は第２級

の障害等級に

該当する

障害に係、る障

害補償年

金にあつて

は、０．８１）



ー
　

の

　　　　

こ

　

「国民年金等改正法

　

とい

１項の規定により支給する、

２

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該損害補償の事由となっ

た障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補償の種類に応

じ同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合 （前項に

規定する場合を除く。） には、当分の間、 この条例の規定にかかわらず、こ

の条例の規定（第１９条の２を除く。） による年金たる損害補償の額に、同表

の左欄に掲げる当該年金たる損害補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる当該

法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額 （その

額が当該年金たる損害補償の額から当該損害補償の事由となった障害又は死

亡について支給される同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付の額

を控除した残額を下回る場合には、当該残額） を支給し、その額に５０円未満

の端数があるときは、これを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数があるとき

５

　

潰族補償年金厚生年金保険法による潰族厚生年金又は平成 ０．８０

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のを除く。）

２４年一元化法附則第４１条第１項の規定による

潰族共済年金若しくは平成２４年一元化法附貝１」

第６５条第１項の規定による遺族共済年金（以下

この表及び次項の表において 「ｉ貴族厚生年金

等」という。）及び国民年金法による遺族基礎

金（国民年金法等の一部を改正する法律（昭

和６０年法律第３４号。 以下 「国民年金等改正法」

という。）附則第２８条第１項の規定による遺族

基礎年金を除く。以下この表及び次項の表にお

いて 「潰族基礎年金」 という。）

６

　

１貴族補償年金潰族厚生年金等及び潰族基礎年金 ０．８７

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のに限る。）

２

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該年金たる損害補償の事

由となった障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補償の

種類に応じ同表の中欄に掲げる法律に、よる年金たる給付の支給を受ける場合

　

（前項に規定する場合を除く。） には、当分の間、この条例の規定にかかわ

らず、この条例の規定 （第１９条の２を除く。） による年金たる損害補償の額

に、同表の左欄に掲げる当該年金たる損害補償の種類に応じ同表の中欄に掲

げる当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じて得た

額（その額が当該年金たる損害補償の額から当該年金たる損害補償の事由と

なった障害又は死亡について支給される同表の中欄に掲げる当該法律による

年金たる給付の額を控除した残額を下回る場合には、当該残額） を支給し、

その額に５０円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５０円以上１００円未満



は、 これを１００円に切り，上げる。

傷病補償年金 厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 ０．８６

国民年金法の規定による障害基礎年金（当該０．８８

損害補償の事由となった障害により国家公務

員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）、地方

公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）、
私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５

号）又は厚生年金保険制度及び農林漁業団体

職員共済組合制度の統合を図るための農林漁

業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律

（平成１３年法律第１０１号）附則第２条第１項第

２号に規定する旧農林共済法 （以下この条に

おいて「国家公務員共済組合法等」という。）

の規定による障害共済年金が支給される場合

を除く。）

の端数があるときは、 これを１００円に切り上げる。

１

　

傷病補償年 １

　

障害厚生年金等 ０．８６

金（第１８条の２

に規定する公

務上の災害に

係るものを除

く。）

２

　

障害基礎年金 （当該損害補償の事由と０．８８

なった障害について平成２４年一元化法附

則第３７条第１項に規定する給付のうち障

害共済年金、平成２４年一元化法附則第６１

条第１項に規定する給付のうち障害共済

年金、平成２４年一元化法附則第７９条に規

定する給付のうち障害共済年金又は厚生

年金保険制度及び農林漁業団体職員共済

組合制度の統合を図るための農林漁業団

体職員共済組合法等を廃止する等の法律

（平成１３年法律第１０１号）附則第２条第１

項第２号に規定する旧農林共済法 （以下

この表において「旧農林共済法」という。）

による障害共済年金 （以下この表及び第

５項の表において 「平成２４年一元化法改

正前国共済法等による障害共済年金」と

いう。） が支給される場合を除く。）

２

　

傷病補償年 １

　

障害厚生年金等 ０．９１（第１級又は

第２級の傷病等級金（第１８条の２

に規定する公

務上の災害に

係、るものに限

る。）

に該当する障害に

係る傷病補償年金

にあっては、０．９０）



ー
の

障害補償年金 厚生年金保険法の規定による障害厚生年金 ０．８３

　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

国民年金法の規定による障害基礎年金（当該０．８８

損害補償の事由となった障害により国家公務

員共済組合法等の規定による障害共済年金が

支給される場合を除く。）

遺族補償年金 厚生年金保険法の規定による遺族厚生年金 ０．８４

国民年金法の規定による遺族基礎年金 （当該

損害補償の事由となった死亡により国家公務

員共済組合法等の規定による遺族共済年金が

支給される場合を除く。
・）‐又は国民年金法の

規定による寡婦年金

０．８８

２

　

障害基礎年金 （当該損害補償の事由と０．９２（第１級の傷

なった障害について平成２４年一元化法改正病等級に該当する

前国共済法等による障害共済年金が支給さ障害に係る傷病補

れる場合を除く。） 償年金にあって

は、０．９１）

３

　

障害補償年

金（第１８条の２

に規定する公

務上の災害に

係るものを除

く。）

１

　

障害厚生年金等 ０．８３

２

　

障害基礎年金 （当該損害補償の事由と０二８８

なった障害について平成２４年一元化法改

正前国共済法等による障害共済年金が支

給される場合を除く。）

４

　

障害補償年 １

　

障害厚生年金等 ０．８９（第１級又は

第２級の障害等金（第１８条の２

に規定する公

務上の災害に

係るものに限

る

　

）

級に該当する障

害に係る障害補

償年金にあって

は、０．８８）

２

　

障害基礎年金 （当該損害補償の事由と０．９２（第１級の障

なった障害について平成２４年一元化法改

正前国共済法等による障害共済年金が支

給される場合を除く。）

害等級に該当する

障害に係る障害補

償年金にあって

は、０．９１）

５

　

遺族補償年

金（第１８条の２

に規定する公

務上の災害に

係るものを除

く。）

１

　

宿族厚生年金等 ０．８４

２

　

遺族基礎年金 （当該損害補償の事由と０．８８

なった死亡について平成２４年一元化法附則

第３７条第１項に規定する給付のうち潰族共

済年金、 平成２４年一元化法附則第６１条第１



３

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該損害補償の事由につい

て次の表の左欄に掲げる年金たる損害補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる

法律による年金たる給付の支給を受ける場合には当分の間、この条例の規定

にかかわらず、 この条例の規定 （第１９条の２を除く。） による年金たる損害

補償の額に、同表の左欄に掲げる当該年金たる損害補償の種類に応じ同表の

中欄に掲げる当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率（当

該年金たる給付の二が支給される場合にあっては、当該年金たる給付ごとに

同表の右欄に掲げる率を合計して得た率から１を控除した率） を乗じて得た

額（その額が当該年金たる損害補償の額から当該損害補償の事由について支

給される同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付の額 （当該年金た

る給付の二が支給される場合にあっては、その合計額） を控除した残額を下

回る場合には、当該残額）を支給し、その額に５０円未満の端数があるときは、
これを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数があるときは、 これを１００円に切

り上げる。

成２４年一元化法附則第７９条に規定する給付

のうち遺族共済年金又は旧農林共済法によ

る潰族共済年金 （以下この表において「平

成２４年一元化法改正前国共済法等による遺

族共済年金」 という。）が支給される場合

を除く。）又は国民年金法による寡婦年金

６

　

遺族補償年

金（第１８条の２

に規定する公

務上の災害に

係るものに限

るＱ‐
）

１

　

潰族厚生年金等 ０．８９

２

　

潰族基礎年金 （当該損害補償の事由と０．９２

なった死亡について平成２４年一元化法改

正前国共済法等による遺族共済年金が支

給される場合を除く。）又は国民年金法

による寡婦年金

こ

　　　　　　　　

・ の

３

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該年金たる損害補償の事

由となった障害又は死亡について次の表の左欄に掲げる年金たる損害補償の

種類に応じ同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合

には、 当分の間、 この条例の規定にかかわらず、 この条例の規定 （第１９条の

２を除く。） による年金たる損害補償の額に、同表の左欄に掲げる当該年金

たる損害補償の種類に応じ同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付

ごとに同表の右欄に掲げる率 （当該法律による年金たる給付の数が二である

場合にあっては、当該法律による年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率

を合計して得た率から１を控除した率） を乗じて得た額 （その額が当該年金

たる損害補償の額から当該年金たる損害補償の事由となった障害又は死亡に

ついて支給される同表の中欄に掲げる当該法律による年金たる給付の額 （当

該法律による年金たる給付の数が二である場合にあっては、その合計額） を

控除した残額を下回る場合には、当該残額） を支給し、その額に５０円未満の

端数があるときは、これを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数があるときは、



これを１００円に切り上げる。

１

　

傷病補償年金

　

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のを除く。）

１

　

国民年金等改正法附則第８７条第１項に規 ０．７５

定する年金たる保険給付のうち障害年金（以

下この表及び第６項の表において「旧船員保

険法による障害年金」という。）

２

　

国民年金等改正法附則第７８条第１項に規 ０．７５

定する年金たる保険給付のうち障害年金（以

下この表及び第６項の表において「旧厚生年

金保険法による障害年金」 という。）

３

　

国民年金等改正法附則第３２条第１項に規 ０．８９

定する年金たる給付のうち障害年金（以下こ

の表及び第６項の表において「旧国民年金法

による障害年金」という。）

２

　

傷病補償年金

　

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のに限る。）

１

　

旧船員保険法による障害年金 ０．８３（第１級

の傷病等級に

該当する障害

に係る傷病補

償年金にあっ

ては、０．８２）

２

　

旧厚生年金保険法による障害年金 ０．８３（第１級

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

の傷病等級に

該当する障害

に係る傷病補

償年金にあっ

ては、０．８２）

ー
　　

傷病補償年金 国民年金等改正法附則第８７条第１項に規定する０．７５

年金たる保険給付に該当する障害年金（以下「旧

船員保険法の規定による障害年金」 という。）

国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定する０．７５

年金たる保険給付に該当する障害年金（以下「旧

厚生年金保険法の規定による障害年金」 とい

う。）

国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定する ０．８９

年金たる給付に該当する障害年金 （以下「旧国

民年金法の規定による障害年金」 という。）



障害補償年金 ◎．７４

旧厚生年金保険法の規定による障害年金

旧国民年金法の規定による障害年金

コ－．７４

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・３

　

旧国民年金法による障害年金 ０．９３（第１級

又は第２級の

傷病等級に該

当する障害に

系る傷病補償

年金にあつて

ま、０．９２）

３

　

障害補償年金 １

　

旧船員保険法による障害年金 ０．７４

（第１８条の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のを除く。）

２

　

旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７４

３

　

旧国民年金法による障害年金 ０．８９

４

　

障害補償年金

　

（第１８条－の２に

規定する公務上

の災害に係るも

のに限る。）

１

　

旧船員保険法による障害年金 ０．８３（第１級

の障害等級に

該当する障害

こ係る障害補

償年金にあっ

ては０．８１、 第

２級の障害等

級に該当する

障害に係る障

害補償年金に

あっては

０．８２）

年金，

　

旧船員保険法の規定による障害年金

　　　　　　

．７４



２

　

旧厚生年金保険法による障害年金 ０．８３（第１級

一

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　

，

　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　

，

の障害等級に

該当する障害

に係る障害補

償年金にあっ

ては０．８１、 第

２級の障害等

級に該当する

障害に係る障

害補償年金に

あっては

０．８２）

３

　

旧国民年金法による障害年金 ０．９３（第１級

又は第２級の

障害等級に該

当する障害に

係る障害補償

年金にあって

は、０．９２）

５

　

遺族補償年金

（第１８条の２に規

１

　

国民年金等改正法附則第８７条第１項に規 ０．８０

定する年金たる保険給付のうち潰族年金

定する公務上の災

害に係るものを除

く。）

２

　

国民年金等改正法附則第７８条第１項に規 ０．８０

定する年金たる保険給付のうち遺族年金

３

　

国民年金等改正法附則第３２条第１項に規 ０．９０

定する年金たる給付のうち母子年金、準母子

年金、遺児年金又は寡婦年金

６

　

遺族補償年金 １

　

国民年金等改正法附則第８７条第１項に規 ０．８７



　
ー

４

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該損害補償の事由につい

て次の各号に掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
の間、この条例の規定にかかわらず、この条例の規定による年金たる損害補

償の額から当該各号に掲げる年金たる給付の額を控除した残額を支給する。

（１）・（２） ［略］

５

　

休業補償を受ける権利を有する者が、同一の事由について厚生年金保険法

の規定による障害厚生年金又は国民年金法の規定による障害基礎年金の支給

を受ける場合には、 当分の間、 この条例の規定にかかわらず、 こ．の条例の規

定による休業補償の額に、第１項又は第２項に規定する場合に応じ、それぞ

れ第１項又は第２項に規定する傷病補償年金について定める率を乗じて得た

額 （その額がこの条例の規定による休業補償の額から同一の事由について支

給される当該年金たる給付の額 （当該年金たる給付の二が支給される場合に

あっては、その合計額）を３６５で除して得た額を控除した残額を下回る場合に

は、当該残額） を支給する

障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３

障害厚生年金等 （当該損害補償の事由となった障害について０．８６

障害基礎年金が支給される場合を除く。）

障害基礎年金 （当該損害補償の事由となった障害について障０．８８

害厚生年金等又は平成２４年一元化法改正前国共済法等による

正法瞳星堕鱈３２条静１項に規

定する年金たる給付のう

４

　

年金たる損害補償を受ける権利を有する者が、当該年金たる損害補償の事

由となった障害又は死亡について次の各号に掲げる法律による年金たる給付

の支給を受ける場合には、当分の間、この条例の規定にかかわらず、この条

例の規定による年金たる損害補償の額から当該各号に掲げる法律による年金

たる給付の額を控除した残額を支給する。

（１）・（２） ［略］

５

　

休業補償を受ける権利を有する者が、 同一の事由について次の表の左欄に

掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、第８条

の規定にかかわらず、同条の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げ

　

る当該法律による年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて

得た額（その額が当該休業補償の額から同一の事由について支給される当該

法律による年金たる給付の額 （当該法律による年金たる給付の数が二である

場合にあっては、その合計額）を３６５で除して得た額を控除した残額を下回る

場合には、当該残額） を支給する。

則第７８条第１項に規



６

　

休業補償を受ける権利を有する者が、 同一の事由について次の表の左欄に

掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、この条

　　　　　　　　　　　

　
例の規定にかかわらず、この条例の規定による休業補償の額に、同表の左欄

に掲げる法律による年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じ

て得た額 （その額がこの条例の規定による休業補償の額から同一の事由につ

いて支給される当該年金たる給付の額を３６５で除して得た額を控除した残額

を下回る場合には、当該残額） を支給する。

日船員保険法の顔庭による障害年金 １：．７５・

日厚生年金保険法の規定による障害年金

日国民年金法の規定による障害年金

７

　

［略］

障害共済年金が支給される場合を除く

　

）

６

　

休業補償を受ける権利を有する者が、同一の事由について次の表の左欄に

掲げる法律による年金たる給付の支給を受ける場合には、当分の間、第８条

の規定にかかわらず、同条の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げ

る当該法律による年金たる給付の種類に応じ同表の右欄に掲げる率を乗じて

得た額 （その額が当該休業補償の額から同一の事由について支給される当該

法律による年金たる給付の額を３６５で除して得た額を控除した残額を下回る

場合には、当該残額） を支給する。

日船員保険法による障害年金 ０．７５、

日厚生年金保険法による障害年金 ０．７５

日国民年金法による障害年金 ０．８９

７

　

［略］

（日向市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正）
３

　　

第３条

　

日向市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例 （昭和４３年日向市条例第２号） の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前

附

　

則

， （他の法令による給付との調整）

第５条

　

年金たる補償の額は、当該補償の事由について次の表の左欄に掲げる

　

年金たる補償の種類に応じ、同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付が

　

支給される場合には、 当分の間、 この条例の規定にかかわらず、 この条例の

　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

規定（第１４条の２を除く。） による。 年金たる補償の年額に、 同表の左欄に

　

掲げる当該年金たる補償の種類に応じ、同表の中欄に掲げる当該法律による

　

年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額 （その額が当該年

　

金たる補償の年額から当該補償の事由について支給される同表の中欄に掲げ

　

る当該法律による年金たる給付の額の合計額を控除した残額を下回る場合に

　

（他の法令による給付との調整）

第５条

　

年金たる補償の額は、当該補償の事由について次の表の左欄に掲げる

年金たる補償の種類に応じ、 同表の中欄に掲げる法律による年金たる給付が

　

支給される場合には、 当分の間、 この条例の規定にかかわらず、 この条例の

　

規定（第１４条の２を除く。） による。 年金たる補償の年額に、同表の左欄に

掲げる当該年金たる補償の種類に応じ、同表の中欄に掲げる当該法律による

　

年金たる給付ごとに同表の右欄に掲げる率を乗じ－て得た額 （その額が当該年

金たる補償の年額から当該補償の事由について支給される同表の中欄に掲げ

　

る当該法律による年金たる給付の額の合計額を控除した残額を下回る場合に



傷病補償年金 厚生年金保険法 （昭和２９年法律第１１５号） によ ０．７３傷病補償年金 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年０．７５

る障害厚生年金又は被用者年金制度の一元化

等を図るための厚生年金保険法等の一部を改

正する法律 （平成２４年法律第６３号。 以下 「平成

法律第３４号。以下「国民年金等改正法」という。）

附則第８７条第１項に規定する年金たる保険給

付に該当する障害年金（以下「旧船員保険法の

２４年一元化法」 という。） 附則第４１条第１項の障害年金」 という。）
‘

規定による障害共済年金若しくは平成２４年÷

元化法附則第６５条第１項の規定による障害共

済年金（以下単に「障害厚生年金等」という。）

及び国民年金法 （昭和３４年法律第１４１号） によ

る障害基礎年金 （同法第３０条の４の規定による

障害基礎年金を除く。以下単に「障害基礎年金」

という。）

障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害０．８６国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定す ０．７５

について障害基礎年金が支給される場合を除

く

　

）

る年金たる保険給付に該当する障害年金（以下

「旧厚生年金保険法の障害年金」 という。）



国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定す ０．８９

　　　

・・

１

　　　　　　　　

‐

障害基礎年金（当該補償の事由となった障害に０．８８

る年金たる給付に該当する障害年金（以下「旧 ついて障害厚生年金等又は平成２４年一元化法

附則第３７条第１項に規定する給付のうち障害

共済年金（以下「平成２４年一元化法改正前国共

国民年金法の障害年金」という。）

済法による障害共済年金」という。）若しくは

平成２４年一元化法附則第６１条第１項に規定す

る給付のうち障害共済年金（以下「平成２４年－

元化法改正前地共済法による障害共済年金」と

いう。） が支給される場合を除く。）

厚生年金保険法 （昭和２９年法律第１１５号） の規 ０．７３

　　　　　　　　　　　　

′

国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年０．７５

定による障害厚生年金（以下単に「障害厚生年 法律第３４号。以下「国民年金等改正法」・という。）

金一

　

という。）及び国民年金法（昭和３４年法律 附則第８７条第１項に規定する年金たる保険給

付のうち障害年金（以下「旧船員保険法による第１４１号） の規定による障害基礎年金 （同法第

３０条の４の規定による障害基礎年金を除く。 以 障害年金」 という

　

）

下単に「障害基礎年金」という。）

障害厚生年金（当該補償の事由となった障害に０．８６ 国民年金等改正法附則第７８条第１項に規定す ０．７５

る年金たる保険給付のうち障害年金（以下「旧ついて障害基礎年金が支給される場合を除

く。） 厚生年金保険法による障害年金」という。）

国民年金等改正法附則第３２条第１項に規定す ０．８９

　

．

障害基礎年金（当該補償の事由となった障害に０．８８

る年金たる給付のうち障害年金（以下「旧国民ついて国家公務員等共済組合法（昭和３３年法律
年金法による障害年金－

　

という．）第１２８号）若しくは地方公務員等共済組合法（昭

和３７年法律第１５２号） の規定による障害共済年

金（以下単に「障害共済年金」という。） 又は

障害厚生年金が支給される場合を除く。）

障害補償年金 障害厚生年金等及び障害基礎年金 ０．７３障害補償年金 旧船員保険法の障害年金 ０．７４

１

　　

こ

　　　　　　

０．８９

　　　　　

た

　

‘捨、 こ≧亥、

　　　

立ｄ≧

　　　　　　

「

し、

し、

　　　　　　

ゃ

　

、

　　　

封

　　

日刀

　

３

によ

ぬ

Ｎ

　　　　　　　　　　　　

３０条の４の規定に

に 「立空

　　　　　　　　

い

≠

　　　

－＃室γ

し、

の

　

由

　

≠ つた宜

　

に

し、

１２８

し、

害補償年金



０．７４ 障害厚生年金等（当該補償の事由となった障害０．８３

について障害基礎年金が支給される場合を除

く

　

）

日国民年金法の障害年金 ０．８９ 障害基礎年金（当該補償の事由となった障害に０．８８

ついて障害厚生年金等又は平成 ２４年一元化法

改正前国共済法による障害共済年金若しくは

平成２４年一元化法改正前地共済法による障害

共済年金が支給される場合を除く。）

旧船員保険法による障害年金 ０．７４障害厚生年金及び障害基礎年金 ０．７３

障害厚生年金（当該補償の事由となった障害に０．８３ 旧厚生年金保険法による障害年金 ０．７４

ついて障害基礎年金が支給さ・れる場合を除

く。）

障害基礎年金（当該補償の事由となった障害に０．８８ 旧国民年金法による障害年金 ０．８９

』ついて障害共済年金又は障害厚生年金が支給

される場合を除く。）

遺族補償年金 国民年金等改正法附則第 ８７条第１項に規定す０．８０ 遺族補償年金 厚生年金保険法による遺族厚生年金又は平成０．８０

る年金たる保険給付に該当する遺族年金 ２４年一元化法附則第４１条第１項の規定による

ｉ貴族共済年金若しくは平成 ２４年一元化法附則

第６５条第１項の規定による遺族共済年金 （以

下単に 「遺族厚生年金等」という。） 及び国民

年金法による遺族基礎年金（国民年金等改正法

附則第２８条第１項の規定によるｉ貴族基礎年金

を除く。 以下単に「遺族基礎年金」という。）

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０．７４

の

　　

坐

　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

０．８９

７３

の

　　　　　　

つ こ

　

王 こ０．８３

い て 立室

　　　　　　

が

　
帆 ≠

　

つ

　

－宜室ナ

し、て

年金

　　

国民年金等改正法附則第 ８７ 条第１項に規定す０．８０

こ



２

　

休業補償の額は、同一の事由について次の表の左欄に掲げる法律による年

金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定にかかわらず、

この条例の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる法律による年金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

遺族厚生年金等（当該補償の事由となった死亡０．８４

について宿族基礎年金が支給される場合を除

く。）

潰族基礎年金（当該補償の事由となった死亡に０．８８

ついて潰族厚生年金等又は平成 ２４年一元化法

附則第３７条第１項に規定する給付のうち横族

共済年金若しくは平成２４年一元化法附則第６１

条第１項に規定する給付のうち遺族共済年金

が支給される場合を除く。） 又は国民年金法に

よる寡婦年金

国民年金等改正法附則第 ８７ 条第１項に規定す０．８０

る年金たる保険給付のうち潰族年金

国民年金等改正法附則第７８ 条第１項に規定す０．８０

る年金たる保険給付のうち遺族年金

国民年金等改正法附則第３２ 条第１項に規定す０．９０

る年金たる給付のうち母子年金、準母子年金、

遺児年金又は寡婦年金

休業補償の額は、同一の事由について次の表の左欄に掲げる法律による年

金たる給付が支給される場合には、当分の間、この条例の規定にかかわらず、

この条例の規定による休業補償の額に、同表の左欄に掲げる法律による年金



たる給付の種類に応じ、 同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額 （その額がこ

の条例の規定による休業補償の額から同一の事由について支給される当該年

金たる給付の額の合計額を・３６５で除して得た額を控除した残額を下回る場合

には、当該残額） とする。

の

　　　　

Ｚ つた立室こついて

の事由となった障害について障害共０．８８

が

　

給される

　

合を除く

　

）

たる給付の種類に応じ、同表の右欄に掲げる率を乗じて得た額 （その額がこ

の条例の規定による休業補償の額から同一の事由について支給される当該年

金たる給付の額の合計額を３６５で除して得た額を控除した残額を下回る場合

には、当該残額） とする。

つ‐

　

業について

補償の事由となった障害について障害厚０．８８

２４

　　

一一 ヒ法

　

正前国共済法による障害

日

　

、

　　　

＝

　

｝

　

（日向市職員の再任用に関する条例の一部改正）

第４条

　

日向市職員の再任用に関する条例 （平成１３年日向市条例第２１号） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

附

　

則

　

（特定警察職員等への適用期日）

第２条

　

地方／公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 附則第２５条の２

１項第１号に規定する特定警察職員等 （附則第４条において「特定警察職員等」

という。） である者については、 平成１９年４月１日から、 法第２８条の４から

２８条の６まで及びこの条例第２条から第４条までの規定を適用する。

　

附

　

則

　

（特定警察職員等への適用期日）

第２条

　

厚生年金保険法 （昭和２９年法律第１１５号）附則第７条の３第１項第４

号に規定する特定警察職員等（附則第４条において「特定警察職員等」という。）

　

である者については、 平成１９年４月１日から、 法第２８条の４から第２８条の

　

６まで及びこの条例第２条から第４条までの規定を適用する。



１２ ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　

１ ２ ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　

１

附

　

則

　　　　

（施行期日）

　　　

第１条

　

この条例は、 公布の日から施行し、 平成２７年１０月１日から適用する。 ただし、 第１条中第１３条第４項の改正規定は、 行政不服審査法 （平成２６

　　　　

年法律第６８号） の施行の日から施行する。

　　　　

（日向市消防団員等公務災害補償条例の経過措置）

　　　

第２条

　

この条例による改正後の日向市消防団員等公務災害補償条例附則第５条の規定は、 この条例の適用の日 （以下 「適用日」 という。） 以後に支給す

　　　　

べき事由の生じた年金たる損害補償及び休業補償並びに適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に係る年金たる損害補償について適用し、

　　　　

適用日前に支給すべき事由の生じた適用日前の期間に係る年金たる損害補償及び適用日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、 なお従前の例

　　　　

に よる。

　　　

２

　

改正前の日向市消防団員等公務災害補償条例 （以下 「旧条例」 という。） 附則第５条の規定に基づいて適用日からこの条例の施行の日の前日までの間

　　　　

にこの条例による改正後の日向市消防団員等公務災害補償条例の適用を受ける者に支給された旧条例の規定に基づく年金たる損害補償及び休業補償は、

Ｎ

　　　　

この条例による改正後の日向市消防団員等公務災害補償条例による年金たる損害補償及び休業補償の内払とみなす。

の

　　　

（日向市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の経過措置）

　　　

第３条

　

この条例による改正後の日向市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第５条の規定は、 適用日以後に支給すべき事由

　　　　

の生じた年金たる補償及び休業補償並びに適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に係る年金たる補償について適用し、 適用日前に支給す

　　　　

べき事由の生じた適用日前の期間に係る年金たる補償及び適用日前に支給すべき事由の生じた休業補償については、 なお従前の例による。

　　　

２

　

平成２４年一元化法第２条の規定による改正前の国家公務員共済組合法 （昭和３３年法律第１２８号。 以下この項において 「改正前国共済法」 という。） によ

　　　　

る職域加算額（被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を．改正する法律の施行及び国家公務員の退職給付の給
付水準の見直し等

　　　　

のための国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う国家公務員共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関する政令（平

　　　　

成２７年政令第３４５号）第８条第１項の規定により読み替えられた平成２４年一元化法附則第３６条第５項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

　　　　

前国共済法第８２条第２項に規定する公務等による旧職域加算障害給付 （平成２４年一元化法附則第３６条第５項に規定する改正前国共済法による職域加算額

　　　　

のうち障害を給付事由とするものをいう。） 又は平成２４年一元化法附貝１」第３６条第５項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前国共済
法第

　　　　

８９条第３項に規定する公務等による旧職域加算遺族給付－（平成２４年一元化法附則第３６条第５項に規定する改正
前国共済法による職域加算額のうち死亡を

　　　　

給付事由とするものをいう。）に係るものに限る。）又は平成２４年一元化法第３条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２
号。

　　　　

以下この項において 「改正前地共済法」 という。）
・による職域加算額 （被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律

　　　　

及び地方公務員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律の施行に伴う地

　　　　

方公務員等共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関する政令 （平成２７年政令第３４７号。 以下この項において 「平成２７年地共済経過措置政令」 と



　　　

いう。） 第７条第１項の規定により読み替えられた平成２４年一元化法附則第６０条第５項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正前地共済法

　　　

第８７条第２項に規定する公務等による旧職域加算障害給付（改正前地共済法による職域加算額のうち障害を給付事由とするものをいう。）又は平成２７年

　　　

地共済経過措置政令第７条第１項の規定により読み替えられた平成２４年一元化法附則第６０条第５項の規定によりなおその効力を有するものとされた改正

　　　

前地共済法第９９条の２第３項に規定する公務等による旧職域加算遺族給付 （改正前地共済法による職域加算額のうち死亡を給付事由とするものをいう。）

　　　

に係るものに限る。） の受給権者が同一の支給事由により平成２４年一元化法第１条の規定による改正後の厚生年金保険法による障害厚生年金若しくは遺

　　　

族厚生年金、 平成２４年一元化法附則第４１条第１項の規定により国家公務員共済組合連合会 （国家公務員の退職給付の給付水準の見直し等のための国家公

　　　

務員退職手当法等の一部を改正する法律 （平成２４年法律第９６号） 第５条の規定による改正後の国家公務員共済組合法第２１条第１項に規定する国家公務員

　　　

共済組合連合会をいう。） が支給する年金である給付のうち障害共済年金若しくは遺族共済年金又は平成２４年一元化法附則第６５条第１項の規定により地

　　　

方公務員共済組合（平成２４年一元化法附則第５６条第２項に規定する地方公務員共済組合をいう。）が支給する年金である給付のうち障害共済年金若しく

　　　

は遺族共済年金の支給を受けるときは、 当分の間、 この条例による改正後の日向市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第

　　　

５条第１項の規定は、 適用 しない。

　　　

３

　

適用日からこの条例の施行の日の前日までの間に改正前の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例附則第５条の規定により支給

　　　　

された年金たる補償及び休業補償は、 この条例による改正後の日向市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例による年金たる補償

的

　　　

及び休業補償の内払とみなす。

　　　　　　　　　　　　　

・
　

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健



議案第７９号

日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例

（日向市税賦課徴収条例の一部改正）

第１条

　

日向市税賦課徴収条例 （昭和３０年日向市条例第１７号。） の一部を次のように改正する。

　

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（課税漏れ等に係る市税の取扱い）

　

（課税漏れ等に係る市税の取扱い）

第７条

　

［略］ 第７条

　

［略］

　

（徴収猶予に係る市の徴収金の分割納付又は分割納入の方法）

第８条

　

地方税法 （昭和２５年法律第２２６号。 以下 「法」 という。） 第１５条第３項

　

及び第５項に規定する条例で定める方法は、その猶予に係る金額をその猶予

　

する期間内の各自 （市長がやむを得ない事情があると認めるときは、その期

　

間内の市長が指定する月） に分割して納付し、又は納入させる方法とする。

２

　

市長は、 法第１５条第３項又は第５項の規定により、 同条第１
項若しくは第

　

２項の規定による徴収の猶予 （以下この節において 「徴収の猶予」 という。）

　

又は同条第４項の規定による徴収の猶予をした期間の延長 （次項及び第４項

　

において 「徴収の猶予期間の延長」 という。） に係る市の徴収金を分割して

　

納付し、 又は納入させる場合においては、当該分割納付又は当該分割納入の

　

各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又

　

は納入金額を定めるものとする。

３

　

市長は、徴収の猶予又は徴収の猶予期間の延長を受けた者がその納付期限

　

又は納入期限までに納付し、又は納入することができないことにつきやむを

　

得ない理由があると認めるときは、前項の規定により定めた分割納付又は分

　

割納入の各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を変更する

　

ことができる。

４

　

市長は、第２項の規定により分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納

い
Ｏ



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を定めた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ときは、 その旨、 当該分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額その他必要な事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

を当該徴収の猶予又は当該徴収の猶予期間の延長を受けた者に通知しなけれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ば な ら な い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　

市長は、 第３項の規定により分害－ｉ納付又は分割納入の各納付期限又
は各納

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

入期 限ごとの納付金額又は納入金額を変更 したときは、 その旨、 その変更後

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

又は納入金額その他必要な事項を当該変更を受けた者に通知しなければなら

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　

なし、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（徴収猶予の申請手続等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第９条

　

法第１５条の２第１項に規定する条例で定める事項は、 次に掲げる事項

　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 法第１５条第１項各号のいずれかに該当する事実があること及びその該
一

　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当する事実に基づき市の徴収金を一時に納付 し、 又は納入することがで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

きない事情の詳細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 納付し、又は納入すべき市の徴収金の年度、種類、納期限及び金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 前号の金額のうち当該猶予を受けようとする金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４） 当該猶予を受けようとする期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（５） 分割納付又は分割納入の方法により納付又は納入を行うかどうか（分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

割納付又は分割納入の方法により納付又は納入を行う場合にあっては、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

各納入期限 ごとの納付金額又は納入金額を含む。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（６） 猶予を受けようとする金額が１００万円を超え、かつ、猶予期間が３月を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

超 える場合には、 提供 しようとする法第１６条第１項各号に掲げる担保の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

種類、 数量、 価額及び所在 （その担保が保証人の保証であるときは、 保

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

証人の氏名 及び住所又は居所）その他担保 に関 し参考となるべき事項（担

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

保を提供することができない特別の 事情があるときは、 その事情）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

法第１５条の２第１項に規定する条例 で定める書類は、 次に掲げる書類とす

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 法第１５条第１項各号のいずれかに該当する事実を証するに足りる書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 財産目録その他の資産及び負債の状況を明らかにする書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 猶予を受けようとする日前１年間の収入及び支出の実績並びに同日以

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

後の収入及び支出の見込みを明 らかにする書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４） 猶予を受けようとする金額が１００万円を超え、 かつ、猶予期間が３月を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

超 える場合には、 地方税法施行令 （昭和２５年政令第２４５号。 以下
「令」 と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

いう。） 第６条の１０の規定により提出す
べき書類その他担保の提供に関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

し必要となる書類

　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

法第１５条の２第２項に規定する条例で定める事項は、 次に掲げる事項とす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ゑ

　　　　

．

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 市の徴収金を一時に納付し、又は納入することができない事情の詳細
の

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 第１項第２号から第６号までに掲げる事項
Ｎ

　　　　　　　　　

‐

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　

法第１５条の２第２項及び第３項に規定する条例で定める書類は、 第２項第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２号から第４号までに掲げる書類とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　

法第１５条の２第３項に規定する条例で定める事項は、 次に掲 げる事項とす

　

〆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 猶予期間の延長を受けようとする市の徴収金の年度、種類、．納期限及

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

び 金 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 猶予期間内にその猶予を受けた金額を納付し、又は納入することがで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

きないやむを得ない理由

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 猶予期間の延長を受けようとする期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（４） 第１項第５号及び第６号に掲げる事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６

　

法第１５条の２第４項に規定する条例で定める書類は、 第２項第４号に掲げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

る書類とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７

　

法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間は、２０日とするＱ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（職権による換価の猶予の手続等）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１０条

　

法第１５条の５第２項において読み替えて準用する法第１５条第３項及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第５項に規定する条例で定める方法は、第８条第１項に規定する方法とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

第８条第２項から第４項までの規定は、 法第１５条の５第２項において読み

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

替えて準用する法第１５条第３項又は第５項の規定により、 分割 して納付 し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

又 は納入させる場合について準用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

法第１５条の５の２第１項及び第２項に規定する条例で定める書類は、 次に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

掲 げる書類とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１－） 第９条第２項第２号から第４号までに掲げる書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 分割納付又は分割納入させるために必要となる書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（申請による換価の猶予の申請手続等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１１条

　

法第１５条の６第１項に規定する条例で定める期間は、 ６月 とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

　

法第１５条の６第３項 において準用する法第１５条第３項及び第５項に規定す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

る条例で定める方法は、 第８条第１項に規定する方法とする。

， い

　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐３

　

第８条第２項から第４項までの規定は、 法第１５条の６第３項において準
用

関

　　　　　　　　　　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する法第１５条第３項又は第５項の規定により、 分割 して納付 し、 又は
納入さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

せる場合 について準用する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４

　

法第１５条の６の２第１項に規定する条例で定める事項は、 次に掲 げる事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

と す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 市の徴収金を一時に納付し、又は納入することにより事業の継続又は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生活の維持が困難となる事情の詳細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２） 第９条第１項第２号から第４号まで及び第６号に掲げる事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（３） 分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

は各納入期限 ごとの納付金額又は納入金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５

　

法第１５条の６の２第１項及び第２項に規定する条例で定める書類は、 第９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

条第２項第２号から第４号までに掲 げる書類とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６

　

法第１５条の６の２第２項に規定する条例で定める事項は、 次に掲げる事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１） 第９条第１項第６号に掲げる事項



第８条から第１７条まで

　

削除

　

（公示送達）

第１８条

　

地方税法 （昭和２５年法律第２２６号。 以下 「法」 という。） 第２０条の２の

　

規定による公示送達は、日向市公告式条例 （昭和４０年日向市条例第１７号） 第

　

２条第２項に規定する掲示場に掲示して行うものとする。

　

（２） 第９条第５項第１号から第３号までに掲げる事項

　

（３） 第４項第３号に掲げる事項

７

　

法第１５条の６の２第３項において準用する法第１５条の２第８項に規定する

期間は、２０日とする。

　

（担保を徴する必要がない場合）

第１２条

　

法第１６条に規定する条例で定める場合は、次に掲げる場合とする。

　

（１） 猶予に係る金額が１００万円以下である場合

　

（２） 猶予期間が３月以内である場合

　

（３） 担保を徴することができない特別の事情がある場合

第１３条から第１７条まで

　

削除

　

（公示送達） ・、

第１８条

　

法第２０条の２の規定による公示送達は

　

日向市公告式条例 （昭和４０年

　

日向市条例第１７号） 第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行うものとす

る。

　　

」

　

（日向市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条

　

日向市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 （平成２６年日向市条例第５３号） の一部を次のように改正する。

　

第１条中第２３条第３項の改正規定を削る。

　

（日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第３条

　

日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 （平成２７年日向市条例第２４号） のー部を次のように改正する。

　

第１条中第２条第３号及び第４号の改正規定を削る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前

　

（市民税の申告）

第３６条の２

　

［略］

２～７

　

［略］

８

　

市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合においては、新

　

たに第２３条第１項第３号又は第４号の者に該当することとなった者に当該該

　

（市民税の申告）

第３６条の２

　

［略］

２～７

　

［略］

８

　

市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合においては、
新

たに第２３条第１項第３号又は第４号の者に該当することとなった者に、当該該



　
帆

当することとなった日から６０日以内にその名称、代表者又は管理人の氏名、主

たる事務所、又は事業所の所在、市内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、

当該該当することとなった日その他必要な事項を申告させることができる。

（施行規則第１５条の３第２項の規定による補正の方法の申出）

第６３条の２

　

施行規則第１５条の３第２項の規定による補正の方法の申出は、当

該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月

　

３１日までに次の各号に掲げる事

項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。

　

（１） 代表者の住所及び氏名

　

（２）～（４） ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

２

　

［略］

　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　

（軽自動車税の減免）

第８９条

　

［略］

２

　

前項の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期限まで

　

に、当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる

事項を記載した申請書に減免を必要と・する事由を証明する書類を添付し、これ

　

を市長に提出しなければならない。

　

（１） ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

（２） 軽自動車等の所有者等の住所又は氏名若しくは名称

当することとなった日から６０日以内にその名称、代表者又は管理人の氏名、主

たる事務所又は事業所の所在、 市内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、

法人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

　

る法律（平成２５年法律第２７号）第２条第１５項に規定する法人番号をいう。以下

市民税について同じ。・）、当該該当することとなった日その他必要な事項を申

告させることができる。

　

（施行規則第１５条の３第２項の規定による補正の方法の申出）

第６３条の２

　

施行規則第１５条の３第２項の規定による補正の方法の申出は、当該

家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月３１日までに次の各号に掲げる事項

　

を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。

　

（１） 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個

　　　

人を識別するための番号の利用等に，関する法律第２条第５項に規定する

　　

個人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限

　　

る。 以下固定資産税について同じ。） 又は法人番号
（同条第１５項に規定す

　　　

る法人番号をいう。 以下固定資産税について同じ。） （個人
番号又は法人

　　

番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

　

（２）～（４） ［略］

２

　

［略］

　

（軽自動車税の減免）

第８９条

　

［略］

２

　

前項の規定によって軽自動車税の減免を受けようとする者は、納期限まで

　

に・当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次の各号に掲げる

　

事項を記載した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、これ

　

を市長に提出しなければならない。

　

（１） ［略］

　

（２） 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名

　　

‐又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番

　　　

号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下こ



　

（３）～（８） ［略］

３

　

［略］

　　　　　　　　　　　　

，

　

（特別土地保有税の減免）

第１３９条の３

　

［略］

２

　

前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限ま

　

でに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証

　

明する書類を添付して市長に提出しなければならない。

　

（１） 納税義務者の住所及び氏名又は名称

　

（２）・（３） ［略］

３

　

［略］

　　　　　　　

－

　

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告）

第１６１条

　

鉱泉浴場を経営しようとする者は、 経営開始の日の前日までに、 次に

　

掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があった場

　

合においては、 直ちにその旨を申告しなければならない。

　

（１） 住所及び氏名又は名称

　　

の号及び次条において同じ。） 又は法人番号 （同法第２条第１５項に規
定す

　　

る法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番号又は
法人番号を

　　

有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名

　　

又は名称）

　

（３）～（８） ［略］

　　　　

；

　　　

，

　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　

，

３

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　

－

　

（特別土地保有税の減免）

第１３９条の３

　

［略］

２

　

前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限ま

　

でに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする
事由を証

　

明する書類を添付して市長に提出しなければならない。

　

（１） 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定

　　

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定

　　　

する個人番号をいう。 以下この号において同じ。） 又は法人
番号 （同条第

　　　

１５項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ。）（個人番
号又

　　

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）

（２）・（３） ［略］

３ ［略］

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告）

１

　　

鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、 次に第１６１条

　

鉱

　

浴

　　

経呂 し

　

っ

　　　　　

、 ・ 呂

　　

口

　　　

副

　　　

い」・

　　

」

　

掲げる事項を市長に申告しなければならない。申告した事項に異動があった場

合においては、 直ちにその旨を申告しなければならない。

　

（１） 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号

　　　

（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

　　

法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ。）

　　

又は法人番号 （同条第１５項に規定する法人番号をいう。 以下この号におい

　　

て同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は
事務



ー （２）・（３） ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　

Ｌ （２）．（３） ［略］

　　　　　　　　　　　　　　　

…

附

　

則

　　　　　

（施行期日）

　　　

第１条

　

この条例は、 公布の日から施行する。 ただし、 次の各号に掲げる規定は、 当該各号に定める日から
施行する。

　　　　

（１） 第３条中第２条第３号及び第４号の改正規定を削る規定並びに附則第３条

　

平成２８年１月１日

　

・

　　　　

（２） 第１条及び第２条の規定

　

平成２８年４月１日

　　　　　

（徴収猶予、 職権による換価の猶予及び申請による換価の猶予に関する経過措置）

　　　

第２条

　

改正後の日向市税賦課徴収条例 （以下「新条例」という。） 第８条、第９条及び第１２条（地方税法等の 部を改正する法律 （平
成２７年法律第２号。

　　　　

以下 「平成２７年改正法」 という。） 附則第１条第６号に掲げる規定による改正後の地方税法 （昭和２５年法律第
２２６号。 以下この条において

「２８年新法」 と

　　　　

いう。） 第１５条第１項又は第２項の規定による徴収の猶予に係る部分に限る。） の規定は、 平成２８年４
月１日 （以下この条において 「施行日」 という。）

　　　　

以後に申請される２８年新法第１５条第１項又は第２項の規定による徴収の猶予について適用し、 同日前に申請された平成２７年改正法附則第１条第６号に掲

　　　　

げる規定による改正前の地方税法 （以下この条において 「２８年旧法」 という。） 第１５条第１項又は２項の規定による徴収の猶予については、 な
お従前の

　　　　

例による。
の

　　　

２

　

新条例第１０条及び第１２条 （２８年新法第１５条の５第１項の規定による換価の猶予に係る部分に限る。） の規定は、 施行日以後にされる同項の規定に
よる

４

　　　　

換価の猶予について適用し、 同日前にされた２８年ｔ日法第Ｉ５条の５第１項の規定による換価の猶予については、
なお従前の例による。

　　　　

３

　

新条例第１１条及び第１２条 （２８年新法第１５条の６第１項の規定による換価の猶予に係る部分に限る。） の規定は、 施行日以後に同項に規定する納期限
が

　　　　

到来する地方団体の徴収金について適用する。．

　　　　　

（日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例の一部改正） ‐

　　　

第３条

　

日向市税賦課徴収条例等の一部を改正する条例 （平成２７年日向市条例第２４号） 附則第１条第３号中 「第２条第３号及び第４号、」 を削る。

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健



議案第８０号

日向市手話言語条例

　

言語は、 お互いの感情を分かり合い、 知識を蓄え、 文化を創造する
上で不可欠なものであり、 人類の

発展に大きく貢献してきた。 手話は、 音声言語である日本語と異なる言語であり、 手指
や体の動き、 表

情等を使って視覚的に表現する言語である。 ろう者は、 物事を考え、 コミュニケーションを図り、
お互

いの気持ちを理解し合うために、また、 知識を蓄え、文化を創造するために必要な言語
として手話を大

切に育んできた。

　

しかしながら、これまで手話が言語として認められてこなかったことや、 手
話を使用することができ

る環境が整えられてこなかったことなどから、ろう者は、多くの不便や不安を感じながら生活して
きた。

　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　

こうした中で、障害者の権利に関する条約や障害者基本法において、 手
話が言語と．して位置付けられ

たことにより、手話を必要とするすべての市民がいつでもどこでも安
心して円滑に意思の疎通を図るこ

とができる社会を構築していくことが求められている。

　

ここに、 手話が言語であるとの認識に基づき、 手話を使って安
心して暮らすことができる地域社会の

実現を目指し、 この条例を制定するものとする。

　

（目的）

第１条

　

この条例は、 手話が言語であるとの認識に基づき、手話の理解の促
進及び普及並びに手話を使

　

用しやすい環境の構築に関し、 基本理念を定め、市の責務、 市民及び事業者の役割を明
らかにすると

　

ともに、総合的かつ計画的に施策を推進することで、ろう者が安心
して円滑に意思疎通を図ることが

　

でき、 すべての市民が共に生きる地域社会を実現することを目
的とする。

　

（定義）

第２条

　

この条例において 「ろう者」 とは、 手話を言語として日常生活又は社会生活を営む聴
覚障がい

　

者をいう。

　

（基本理念）

第３条

　

手話の理解の促進及び普及並びに手話を使用しやすい環境の構築は、ろう者が手話による意思

　

疎通を円滑に図る権利を有し」 その権利が尊重されることを基本として行われなければならない。
．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

（市の責務）

第４条

　

市は、基本理念にのっとり、 市民の手話の理解及び普及を図る
施策並びにあらゆる場面で手話

　

による円滑な意思疎通ができる地域社会を構築するための施策の推進に努めるものとする。

　

（市民の役割）

第５条

　

市民は、地域社会で共に暮らす一員として、基本理念に対する理解
を深め、 ろう者の人権を尊

　

重し、 市が実施する施策に協力するよう努めるものとする。

２

　

ろう者は、市の施策に協力するとともに、手話の意義及び基本理
念に対する理解の促進並びに手話

　

の普及に努めるものとする。

３８



　

（事業者の役割）

第６条

　

事業者は、 基本理念に対する理解を深め、 市が推進する
施策に協力するよう努めるとともに、

　

ろう者が利用しやすいサービスを提供し、ろう者が働きやすい環境を整備するよう努
めるものとする。

　

（学校における理解の促進）

第７条

　

学校は、基本理念に対する理解を深め、手話に接する機会の提供その他の手
話に親しむための

　

取組みを通じて、 手話の理解の促進に努めるものとする。

　

（施策の策定及び推進）

第８条

　

市は、 次に掲げる施策を総合的かつ計画的に推
進するものとする。

　

（１） 市民の手話の理解及び普及を図るための施策

　

（２） 手話による円滑な意思疎通及び情報を得る機会の拡大のための施策

　

（３） 手話通訳者の派遣等によるろう者の社会参加の機会の拡大を図るための施策

　

（４） 手話通訳者の設置及び処遇の改善に関する施策

　

（５） 前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認める施策

２

　

市は、施策の策定又は変更及び施策の評価を必要
とするときは、 ろう者及び関係する市民の意見を

　

反映させるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　

（財政措置）

第９条

　

市は、 手話に関する施策を推進するために必要
な財政措置を講ずるよう努めるものとする。

　

（委任）

第１０条

　

この条例の施行について必要な事項は、 市長が別に定める。

　

附

　

則

　

この条例は、 平成２８年４月１日から施行する。

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

３，９



議案第８１号

日向市介護保険条例の一部を改正する条例

日向市介護保険条例 （平成１２年日向市条例第６号） の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

　　
Ｏ

ように改正する。

改正前 改正後

　

（保険料の徴収猶予）

第９条

　

［略］

２

　

前項の申請をする者は、 次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必

要とする理由を証明する書類を添付して、市長に提出しなければならない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－
，（１） 第１号被保険者並びに生計中心者の氏名及び住所

　

（２）・（３） ［略］

　

（保険料の減免）

第１０条

　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ー

２

　

前項第１号から第４号までの規定により保険料の減免を受けようとする者

　

は、普通徴収の方法により保険料を徴収されている者については納期限前７

　

日までに、 特別徴収の方法により保険料を徴収されている者については特別

徴収対象年金給付の支払に係る月の前前月の１５日までに、次に掲げる事項を

　

記載した申請書 （以下「減免申請書」という。） に減免を受けようとする理

　

由を証明する書類 （以下「添付書類」という。） を添付して、 市長に提出し

　

なければならない。

　

．

　

（・１） 第１号被保険者並びに生計中心者の氏名及び住所

　

（保険料の徴収猶予）

第９条

　

［略］

２

　

前項の申請をする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必

要とする理由を証明する書類を添付して、 市長に提出しなければならない。

　

（１） 第１号被保険者並びに生計中心者の氏名、住所及び行政手続における

　　

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 （平成２５年法律

　　

第２７号）第２条第５項に規定する個人番号（以下「個人番号」という。）

　

（２１・（３） ［略］

　

（保険料の減免）

　　　　　　　　

、

第１０条

　

［略］

２

　

前項第１号から第４号までの規定により保険料の減免を受けようとする者

　

は、普通徴収の方法により保険料を徴収されている者については納期限前７

　

日までに、特別徴収の方法により保険料を徴収されている者については特別

徴収対象年金給付の支払に係る月の前前月の１５日までに、次に掲げる事項を

記載した申請書 （以下「減免申請書」という。） に減免を受けようとする理

　

由を証明する‐書類 （以下「添付書類」 という。） を添付して、 市長に提出し

　

なければ，ならない。

　

（１） 第１号被保険者並びに生計中心者の氏名、住所及び個人番号



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐ （２）・（３）
・［略］ｒ（２） 溜

開

　　　　　　

｛ 略

　　　　　　

１３・４

　

［略］

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３・４

　

［略］

（２）・（３） ［略］

３・４

　

［略］

　

附

　

則

この条例は、 平成２８年１月１日から施行する。

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二



議案第８２号

日向市立学校設置条例の一部を改正する条例

日向市立学校設置条例 （昭和４０年日向市条例第２８号） の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改 後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

別表第１ （第２条関係）

　　　

小学校の名 称

　　　　　　　　　　　　　　

位置

　

［略］

日向市立平岩小学校

　　　　　　

日向市大字平岩３３番地３

日向市立幸脇小学校

　　　　

， 日向市大字幸脇８３１番地

日向市立美々津小学校

　　

・ 日向市美々津町３５０６番地１

　

［略］ ・

別表第１ （第２条関係）

　　

小学校の名称

　　

１

　　　　　

位置

－［略］

日向市立平岩小学校

　　　　　　

日向市大字平岩３３番地３

日向市立美々津小学校 日向市美々津町３５０６番地１

　

［略］

小学校の名称

　　

１

　　　　　

位置小学校の名 称

　　　　　　　　　　　　　　

位置

－［略］［略］

日向市立平岩小学校 日向市大字平岩３３番地３日向市立平岩小学校 日向市大字平岩３３番地３

日向市立幸脇小学校 日向市大字幸脇８３１番地

日向市立美々津小学校 日向市美々津町３５０６番地１日向市立美々津小学校 日向市美々津町３５０６番地１

［略］［略］ ・

附

　

則

この条例は、 平成２８年４月１日から施行する。

平成２７年１１月２７日

　

提出

日向市長

　　

黒

　

木‐ 健

　

二



議案第８３号

日向市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

日向市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例 （平成１９年日向市条例第３０号） の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（既存の建築物に対する制限の緩和）

第５条

　

法第３条第２項の規定により前条の規定の適用を受けない建築物に

　

ついて、次に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、法

　

第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前条の規定は適用しな

　

し、。

　

（１）～（３） ［略］

　

（４） 用途の変更（令第１３７条の１７に規定する類似の用途相互間におけるもの

　　

を除く。 次項において同じ。） を伴わないこと。

２

　

［略］

　

（既存の建築物の用途変更に係る類似の用途）

．第６条

　

令第１３７条の１８第３項の規定により指定する類似の用途は、 令第１３７条

　

の１７に規定する類似の用途とする。

　

（既存の建築物に対する制限の緩和）

第５条

　

法第３条第２項の規定により前条の規定の適用を受けない建築物につ

いて、次に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、
法第

　

３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前条の規定は適用しない。

　

（１）～（３） ［略］

　

（４） 用途の変更（令第１３７条の１８に規定する類似の用途相互間におけるもの

　　

を除く。 次項において同じ。
′） を伴わないこと。

２－

　

［略］

　

（既存の建築物の用途変更に係る類似の用途）

第６条

　

令第１３７条の１９第３項の規定により指定する類似の用途は、 令第１３７条

　

の１８に規定する類似の用途とする。１７に規定する類似の用途とする。

　

附

　

則

この条例は、 公布の日から施行する。
平成２７年１１月２７日

　

提出

　　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二



議案第８４号

日向市景観条例の一部を改正する条例

日向市景観条例 （平成２０年日向市条例第８号） の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　　　　　　　　　

改正前 改正後

別表 （第１０条、第１２条関係）

　　

適用区域

　　

届出が必要な行為

　　

届出、勧告等の適用除外となる行為

　　　

［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

美々の里

　　

［略］

　　

景観計画

　　

区域

別表 （第１０条、第１２条関係）

適用区域 届出が必要な行為 届出、勧告等の適用除外となる行為適用区域 届出が必要な行為 届出、勧告等の適用除外となる行為

［略］［略］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

美々の里

景観計画

区域

［略］ 美々の里

景観計画

区域

［略］

日豊海岸 １

　

土地の形質の変 １

　

建築物の新築、 増築、 改築又は

移転であって、 床面積の合計が１０

平方メートル以下のもの

２

　

建築物の外観を変更することと

なる修繕若しくは模様替え又は色

彩の変更であって、 その面積が１０

平方メートル以下のもの

３

　

工作物の建設等であって、 高さ

が３メートル以下のもの （屋外に

おける自動販売機の設置を除く。）

４

　

開発行為であって、 その面積が

１，０００平方メートル未満のもの

地域景観

計画区域

更

２

　

木竹の植栽又は

　　　　　　　　　　　　　　　　

・
医医
３

　

物件の堆積



′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　

．

・

‐

　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

・

５

　

土地の形質の変更であって、 そ

の面積が１，０００ 平方メートル未満

のもの

６

　

木竹の植栽又は伐採であって、

その面積が１，０００平方メートル未

満のもの

７

　

物件の堆積であって、 その面積

が１０平方メートル未満かつ高さが

１．５メートル以下のもの

附

　

則

　

（施行期日）

１

　

この条例は、 平成２８年４月１日から施行する。
心

　　　　

（経過措置）
０１

　　　

２

　

改正後の別表の規定は、 平成２８年４月１日以降に着手する行為について適用
し、 同日前に着手するこれらの行為には適用し

ない。

平成２７年１１月２７日

　

提出

日向市長

　　

黒 ・木

　

健

　

二



議案第８５号

日向市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

日向市道路占用料徴収条例 （昭和３７年日向市条例第２１号） の一部を次のように改正する。

次の表の故再前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後

　

（占用料の額）

第２条

　

占用料の額は、 別表占用料の金額の欄に定める額に、法第３２条第１項

若しくは第３項の規定により許可をし、又は法第３５条の規定により協議が成

　

立した占用の期間に相当する期間を同表占用料の単位の欄に定める期間で除

　

して得た数を乗じて得た額（その額が１００円未満のときは １００円） とする。．

　

ただし、当該占用の期間が翌年度以降にわたる場合においては、 同表占用料

　

の金額の欄に定める額に、各年度における占用の期間に相当する期間を同表

　

占用料の単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額 （その額が１０

０円未満のときは、１００円） の合計額とする。

２

　

［略］

　　　

．

　

（占用料の減免）

第４条

　

市長は、 占用が法第３５条に規定する事業に係るものであるとき又は特

　

に必要があると認めるときは、 占用料を減免することができる。

　

（占用料の額）

第２条

　

占用料の額は、 別表占用料の金額の欄に定める額に、 法第３２条第１項

又は第３項の規定により許可をした占用の期間に相当する期間を同表占用料

　

の単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額（その額が１００円未満

　

のときは、１００円） とする。 ただし、 当該占用の期間が翌年度以降に
わたる場

　

合においては、 同表占用料の金額の欄に定める額に、各年度における占用の

　

期間に相当する期間を同表占用料の単位の欄に定める期間で除して得た数を

　

乗じて得た額 （その額が１００円未満のときは、１００円） の合計額とする。

２

　

［略］

　

（占用料の減免）

第４条

　

市長は、特に必要があると認めるときは、 占用料を減免することがで

　

きる。

　
の



別表を次のように改める。

別表（第２条関係）

占用物件 占用料

単位 金額

法第３２条第１項第１号に

掲げる工作物

第１種電柱 １本につき１年 ６５０円

第２種電柱 １，０００円

第３種電柱 １，４００円

第１種電話柱 ５８０円

第２種電話柱
．
９３０円

第３種電話柱 １，３００円

その他の柱類 ５８円

共架電線その他上空に設ける線類 長さ１メー‐トルにつき１年 ６円

地下に設ける電線その他の線類 ３円

路上に設ける変圧器 １個につき１年 ５７０円

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メートルにつき１年 ３５０円

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所 １個につき１年 １，２００円

郵便差出箱 ４９０円

広告塔 表示面積１平方メートルにつき１年 ８９０円

その他のもの 占用面積１平方メートルにつき１年 １，２００円

法第３２条第１項第２号に

掲げる物件

外径が０．０７メートル未満のもの 長さ１メートルにつき１年 ２４円

外径が０．０７メートル以上０．１メートル未満のもの ３５円

外径が０．１メートル以上０．１５メートル未満のもの ５２円

外径が０．１５メートル以上０．２メートル未満のもの ７０円

外径が０．２メートル以上０．３メートル未満のもの １００円

外径が０．，３メートル以上０．４メートル未満のもの １４０円

外径が０．４メートル以上０．７メートル未満のもの

　

． ２４０円
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施設 上空に設けるもの

　

‐ Ａに０．０２を乗じて得た額

Ａに０．０２８を乗じて得た額その他のもの

Ａに０．０１７を乗じて得た額令第７条第９号に掲げる

施設

建築物
Ａに０．０１２を乗じて得た額その他のもの

Ａに０．０２を乗じて得た額令第７条第１０号に掲げる

施設及び自動車駐車場

建築物

Ａに０．０１２を乗じて得た額その他のもの

Ａに０．０１７を乗じて得た額令第７条第１１号に掲げる

応急仮設建築物

トンネルの上又は高架の路面下に設けるもの

Ａに０．０２を乗じて得た額上空に設けるもの

Ａに０．０２８を乗じて得た額その他のもの

Ａに０．０２８を乗じて得た額令第７条第１２号に掲げる器具

備 考

　　　　　　

●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

，

　

１

　

第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置するものに限る。 以
下この

　

号において同じ。）を支持するものを、第２種電柱とは、電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、第３種電柱とは、電柱のうち６条以
上の電線を支

　

持するものをいうものとする。

　

２

　

第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供する電線を支持する柱をいい、電柱であるものを除く。以下同じ。）のうち３
条以下の電線

　　

（当該電話柱を設置する者が設置するものに限る。 以下この号において同じ。） を支持するものを、 第２種電話柱とは、 電話柱のうち４
条又は５条の電線を支

　

持するものを、 第３種電話柱とは、 電話柱のうち６条以上の電線を支持するものをいうものとする。

　

３

　

共架電線とは、 電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又は電話柱に設置する電線をいうものとする。

　

４

　

表示面積とは、 広告塔又は看板の表示部分の面積をいうものとする。

　

５

　

Ａは、 近傍類似の土地の時価を表すものとする。

　

６

　

表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若しくは長さが１平方メートル若しくは１メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しくは長さに１
平方メ

　

ートル若しくは１メートル未満の端数があるときは、 １平方メートル又は１メートルとして計算するものとする。

　

７

　

占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期間が１年未満であるとき、 又はその期間に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算し、

　

なお、 １月未満の端数があるときは１月として計算し、 占用料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の期間
が１月未満であるとき、 又はその期間に

　　

１月未満の端数があるときは１月として計算するものとする。

附

　

則

（施行期日）



１

　

この条例は、 平成２８年４月１日から施行する。

　

（経過措置）

２

　

この条例による改正後の日向市道路占用料徴収条例の規定は、 この条例の施行の日以降の許可に関する占用料について適用し、 同日前の許可に係る占

用料については、 なお従前の例による。

平成２７年１１月２７日

　

提出

　　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二

帆
　



議案第８６号

日向市過疎地域自立促進計画の策定について

過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）第６条第１項の規定に基づき、日向市過

疎地域自立促進計画を別冊のとおり策定する。

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二

５１



議案第８７号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

　

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

　　

日向市細島地区コミュニティセンター

２

　

指定管理者となる団体の名称

　　

住

　

所 日向市大字細島８１２番地

　　

団体名

　　

日向市細島地区コミュニティセンター管理組合

　　

代表者 理事長

　

児玉

　

利弘

３ 指定期間

　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

．日向市長

　

黒

　

木

　

健

　

二

５２



議案第８８号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

　

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

　　

日向市美々津軒

２

　

指定管理者となる団体の名称

　　

住

　

所 日向市美々津町３３２８番地

　　　　　　　　　　　

ｒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．

　　

団体名

　　

美々津Ｎａ ｎｉ

　

ａ ｎ ｓ ｕ ｎ ｏ

　　

代表者 会長

　

佐藤

　

久恵

３ 指定期間

　　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二

５３



議案第８９号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

地方自治法 （昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

　　

日向市美々津まちなみセンター

　　

日向市美々津まちなみ防災センター

２

　

指定管理者となる団体の名称

　　

住

　

所 日向市美々津町３３３１番地

　　

団体名

　　

耳川お舟出の会

　　

代表者 会長

　

谷脇

　

勝子

３ 指定期間

　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長

　

黒‐ 木

　

健

　

一

５４



議案第９０号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

　

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

日向市歴史民俗資料館

２

　

指定管理者となる団体の名称

　　

住

　

所 日向市美々津町３２４４番地

　　

団体名

　　

美々津の歴史的町並みを守る会

　　

代表者 会長

　

河野

　

美寿代

３ 指定期間

　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

一

５５



議案第９１号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

地方自治法 （昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

　　

日向市細島みなと資料館

２

　

指定管理者となる団体の名称

　　

住

　

所 日向市大字細島８０３番地１

　　

団体名

　　

ほそしま燈の会

　

・

　　

代表者

　　

会長

　

児玉

　

静枝

３

　

指定期間

　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二

５６



議案第９２号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

日向市男女共同参画社会づくり推進ルーム及び日向市市民活動支援センター

２

　

指定管理者となる団体の名称

　　

住

　

所 日向市中町１番３１号

　　

団体名

　　

日向市男女共同参画社会づくり推進ルーム協議会

　　

代表者 会長・ 永久保

　

元子

３ 指定期間

　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二

５７



議案第９３号

日向市公の施設の指定管理者の指定について

　

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 第２４４条の２第６項に基づき、 次のとおり指定管理者を

指定する。

１

　

公の施設の名称

　　

日向市障害者センター

２

　

指定管理者となる団体の名称

　

′

　

住

　

所 日向市上町９１８９番地１

　　

団体名

　　

特定非営利活動法人

　

日向市障害者団体連絡協議会

　　

代表者，

　

理事長

　

甲斐

　

ひるみ

　

，

３

　

指定期間

　　

平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで

平成２７年１１月２７日

　

提出

　

日向市長 黒

　

木

　

健

　

二

５８


